
次期計画期間中における

地域生活応援会議の運用について

（案）
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○地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握
などを行う。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント

≪主な構成員≫
自治体職員、包括職員、ケアマネ
ジャー、介護事業者、民生委員、OT、
PT、ST、医師、歯科医師、薬剤師、
看護師、管理栄養士、歯科衛生士その
他必要に応じて参加

※直接サービス提供に当たらない専門
職種も参加

地域包括支援センター（※）レベルでの会議
（地域ケア個別会議）

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全てのケー
スについて、
多職種協働に
より適切なケ
アプランを検
討）

・地域包括支援センターの箇所数：4,328ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,072ヶ所）（平成24年4月末現在）
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,202保険者）で実施（平成24年６月に調査実施）

在宅医療
連携拠点

医師会等関
係団体

医療関係専
門職等

○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現の
ための有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援を行うとともに、地域のネット
ワーク構築につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づける。

地域ケア会議の推進
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① 各分野で指導的な立場にある地域の関係者の参加を得た
「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」

桑名市の「地域ケア会議」

② 地域の高齢者世帯の困難事例の解決のための
「地域支援調整会議」

③ 多職種協働でケアマネジメントを支援するための
「地域生活応援会議」

④ 要介護・要支援認定又は「地域生活応援会議」に先立つ
暫定的なサービスの利用のための「ケアミーティング」

⑤ その他（「高齢者見守りネットワーク」、
「高齢者虐待防止ネットワーク」等）
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「地域包括ケアシステム」に向けた取組み（６２）

○ 新規に要支援と認定され、又は「基本チェックリスト」該当と判定された

高齢者のうち、在宅サービスを利用しようとするものを対象として、

介護予防に資するケアマネジメントのための「地域生活応援会議」を開催。

4

時 期 内 容

平成２６年１０月以降 地域包括支援センターが自ら介護予防サービス計画を作成する
対象者に限り、試行的に実施。

平成２７年１月以降 次に掲げる対象者も含め、試行的に実施。

① 地域包括支援センターが指定居宅介護支援事業者に委託して
介護予防サービス計画を作成する対象者
② 介護予防小規模多機能型居宅介護
又は介護予防認知症対応型共同生活介護を利用しようとする対象者

平成２７年４月以降 要支援者のほか、「基本チェックリスト」該当者も含め、
本格的に実施。

地域生活応援会議の経緯・成果（１）
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「地域包括ケアシステム」に向けた取組み（６２）

○ 平成２６年１０月に地域生活応援会議を開始して以降、平成２９年９月末時点で、
地域生活応援会議で検討した事例は、のべ１１９７ケースにのぼる。

○ 会議を開始して１年後にあたる平成２７年１０月には地域生活応援会議に係るアンケートを、

会議に出席したことのあるサービス事業所の担当者や居宅介護支援事業所の介護支援専門員

をはじめ、会議のアドバイザーや地域包括支援センター職員を対象に実施した。

この調査結果の中では、次の項目において

・「関係者の高齢者に対する自立支援の意識が向上している」 ７２．４％（※）

・「ケアマネジャーのアセスメント力が向上している」 ７８．２％（※）

・「ケアプランの目標設定が具体的になっている」 ６７．８％（※）

(※）各設問のうち「感じる」「少し感じる」と回答した方の割合

という調査結果を得ており、会議の趣旨である、ケアマネジャーによる高齢者の自立支援に資す
るケアマネジメントの実践を、多職種協働により支援した成果がうかがえる。

※平成２９年１０月に同様の地域生活応援会議に係るアンケートを実施予定。

地域生活応援会議の経緯・成果（２）

⇒ このような成果を踏まえ、必要な見直しを行いながら、
今後も地域生活応援会議を継続して開催していく。
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○ 第６期計画には、地域生活応援会議の今後の検討事項として、以下のように記載されている。

桑名市地域包括ケア計画 -第6期介護保険事業計画・第7期老人福祉計画- （平成２７年３月）（抄）

○ 新規に要介護２・１と認定された高齢者のうち、在宅サービス又は施設サービスを利用しようと
するものを対象として、介護予防に資するケアマネジメントのための「地域生活応援会議」を開催
する方向で検討します。

◯ 次に掲げる等の高齢者を対象として、在宅生活の限界点を高めるケアマネジメントのための
「地域生活応援会議」を開催する方向で、検討します。
① 在宅復帰を支援する退院調整の対象となる高齢者
② 訪問系、通所系、宿泊系等の在宅サービスの利用から居住系の在宅サービス又は
施設サービスの利用へ移行しようとする高齢者

◯ 多職種協働でケアマネジメントを支援するための「地域生活応援会議」を開催することにより、
福祉用具貸与・購入及び住宅改修が適正化される効果も、期待されます。
このため、今後、
① 軽度者に係る特例的な福祉用具貸与費又は介護予防福祉用具貸与費の算定に関する
市町村の確認

② 居宅介護住宅改修費又は介護予防住宅改修費の支給に関する市町村の確認に際しては、
要支援者のほか、要介護者も含め、あらかじめ、「地域生活応援会議」を開催する方向で、検討し
ます。

地域生活応援会議に関する現状の課題とその対応方針（１）（案）
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現状の課題点

対応方針①（対象者の範囲）

○ 前述のとおり、第６期計画に対象者の拡大について検討する旨の記載があるが、実施には
至っていない。

○ 総合事業の運用の変更に伴い、地域生活応援会議の実施方法（開催時期等）を見直す必要
がある。
○ 個別ケースの課題から見えてく地域課題の検討について、充実させていく必要性がある。

地域生活応援会議に関する現状の課題とその対応方針（２） （案）

◯ これまでは会議の対象として、新規に要支援認定または事業対象者と判断されて在宅サー
ビスを利用しようとする者を対象としてきたが、要介護認定者や新規ではない要支援認定者に
も対象を広げることを検討。

◯ この対象者の拡大にあたっては、これまでと同様に会議の趣旨である介護予防に資するケア
マネジメントの推進に加え、会議を開催することにより、利用者の有益性及び、サービスの利用
が適正化される効果が期待できるように対象者を抽出することを検討。（具体的には、市で対象
者を抽出した上で、その対象者を担当する介護支援専門員等に会議の出席を依頼する方向で
検討。）

◯ また、これまで会議の対象としてきた事例のうち、ケアミーティングを経ていることが想定され
るがん末期の事例は、原則対象から除外することを検討。さらに、短期入所のみのプランを作
成する場合も、稀なケースであることから、原則対象から除外することを検討。



8

地域生活応援会議に関する現状の課題とその対応方針（３）（案）

○ くらしいきいき教室のサービス提供期間を原則３か月とすることに伴い、会議の実施方法を
検討。また、３か月で終了可能か等の見立ても含めて会議で協議できるよう、初回の会議は
サービス開始前ではなく、対象者の状態をある程度把握できる「サービス利用開始から概ね１
か月以内」に開催する方向で検討。

○ くらしいきいき教室のみでサービスの利用を終了する場合は、これまでと同様に終了前にＢ
型会議を開催。
○ くらしいきいき教室に引き続き、他のサービスに移行する場合は、移行前に会議を開催。
⇒ くらしいきいき教室を利用する場合の会議開催については、次ページで整理。

○ いきいき訪問（仮称）を利用する際の会議は、他の訪問型サービスＣと同様にＢ型会議を開
催することを想定。

対応方針②（総合事業の変更に伴う対応）

○ 会議運営の効率化を図る観点から、個別ケースにつき会議は原則２回までとする。

○ 個別課題の積み重ねから見えてくる地域課題の検討について、検討会を随時開催していく。

対応方針③（その他）



地域生活応援会議の運用について【くらしいきいき教室】（案）

１か月 ２か月 ３か月 ４か月 ５か月 ６か月

３か月で
終了

６か月で
終了

３か月で
移行

６か月で
移行

○ 初回の会議は、サービス開始から概ね１か月以内に開催。
○ くらしいきいき教室のみでサービスの利用を終了する場合、終了前に２回目の会議（Ｂ
型）を開催。
○ くらしいきいき教室利用後に他のサービスに移行する場合は、移行前に２回目の会議を
開催。（Ａ型、Ｂ型のどちらになるかは、移行するサービスにより決定）

Ａ型

Ａ型

Ａ型

Ａ型

Ｂ型

Ａ又はＢ

Ｂ型くらしいきいき
延長

くらしいきいき
延長

終了

終了

他サービス
へ移行

他サービス
へ移行

Ａ又はＢ

利用終了後に、Ａ型会議で
元気アップ計画書について報告

○ 会議は２回で終了。（くらしいきいき教室を利用する場合以外も同様に２回まで）

くらしいきいき教室を利用する場合
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